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株式会社リミックスポイントとの資本業務提携に関するお知らせ 
 
当社は本日付で、株式会社リミックスポイント（本社：東京都港区、代表取締役社長 CEO：

小田 玄紀、以下「リミックスポイント」）と資本業務提携契約を締結しましたので、以下

のとおりお知らせします。 
 

 
1. 資本業務提携の目的 
リミックスポイントは、法律改正や規制緩和など社会が変化するタイミングで生じる課

題を、事業を通じて解決する企業です。2050 年カーボンニュートラル達成に向けては環境

価値の高い電力売買、防災・電力不足対策としては蓄電池販売など、エネルギーに関する事

業を行っています。また、「ブロックチェーンで世の中を便利にする」をグループミッショ

ンに、ブロックチェーンの活用により様々な付加価値を生み出すべく、安定的且つ利便性の

高い暗号資産取引サービスを提供する金融関連事業を展開しています。 
 
当社グループは、1999 年の創業以来、「顧客中心主義」の考え方のもと、インターネット

をメインチャネルとした金融サービス事業の運営と企業生態系の構築を実現しました。近

年では、AI やブロックチェーン、ビッグデータ等の先端技術分野における有望な企業への

投資や、グループ会社において、これらの先進技術を活用した革新的サービスの提供に取り

組んできました。 
 
この度、当社とリミックスポイントは、事業分野及び事業規模の拡大、更なる経営効率化

及び競争力強化、並びにより一層顧客満足度の高いサービスの提供を実現し、両当事者グ



 

ループの企業価値向上を図ることを目的に、資本業務提携契約を締結することとなりまし

た。 
 
 
2. 資本業務提携の内容 

(1) 資本提携の内容 
(a) 当社が、東京証券取引所スタンダード市場に上場するリミックスポイントの、発

行済株式総数 116,530,700 株（2022 年 3 月 31 日現在）のうち 5.0％相当の普通

株式を、市場内取引で取得する 
 

(b) 当社の連結子会社である SBI ファイナンシャルサービシーズ株式会社（本社：

東京都港区、代表取締役社長：髙村 正人）が、リミックスポイント連結子会社

である株式会社ビットポイント・ホールディングス（本社：東京都港区、代表取

締役：小田 玄紀、以下「ビットポイント HD」）から、株式会社ビットポイン

トジャパン（本社：東京都港区、代表取締役会長：小田 玄紀、代表取締役社長：

田代 卓、以下「ビットポイント」）の発行済株式総数 128,400 株のうち 51.0%
の普通株式を、12,750 百万円で譲り受ける 
（なお、上記譲渡金額のほかに、ビットポイントの今後の業績如何によってビッ

トポイントHDが追加で譲渡代金を受け取る旨のアーンアウト条項が含まれる） 
 

(2) 業務提携の内容 
(a) 暗号資産関連分野での連携 

 当社グループとのクロスマーケティングによる、ビットポイントが運営す

る暗号資産取引所・販売所の口座数の増加 
 暗号資産業界で世界トップレベルのマーケットメイカーである B2C2 社 

（当社連結子会社）との連携による、ビットポイントの暗号資産取引流動性

の向上 
 当社グループの関与する世界中の暗号資産関連プロジェクトの中から厳選

したトークンを、日本で初めてビットポイントが取り扱うことによる、暗号

資産ビジネスの拡大 
 

(b) Web3.0 関連分野での連携 
 Web3.0 発展に向けた、リミックスポイントによる一般社団法人日本デジタ

ル空間経済連盟（所在地：東京都港区、代表理事：北尾 吉孝）への参画、

メタバースを含む Web3.0 及びこれに関する事業の推進における協業 
 グローバルに金融事業を営む当社グループと暗号資産交換業で培ったリ



 

ミックスポイントグループの知見を活かしたメタバース関連ファンドの共

同組成・運用 
 

(c) エネルギー関連分野での連携 
 風力、バイオマス、水上太陽光、小水力等の再生可能エネルギー利用の電源

の共同開発 
 PPA 事業※の全国展開における協業 

※「PPA 事業」とは、PPA（Power Purchase Agreement、「電力購入契約」のこと。）

スキームにより、電力事業者が需要家から発電システム等に係るスペースの提供を受け、

発電システム等を設置し、需要家に対して当該発電システム等による電力を供給するこ

とにより事業コストの回収を図るものです。需要家は発電システム等に係る初期投資を

負担しない代わりに、電力事業者との間で一定期間電力購入契約を締結することになり

ます。本資本業務提携により、当社グループの金融機関ネットワークとの連携が図られ、

同事業の展開が加速すると考えております。 

 
今後は将来的にビットポイントを国内外の株式市場に上場させる可能性も視野に入れ、

両社にてビットポイントの経営を行っていきます。 

 
 
3. ビットポイントジャパンの会社概要 

（1）商号 ：株式会社ビットポイントジャパン 
（2）本社所在地 ：東京都港区虎ノ門 4 丁目 3 番 9 号 

（3）代表者 
：代表取締役会長 小田 玄紀 
代表取締役社長 田代 卓 

（4）事業内容 ：暗号資産取引所・販売所の運営等 
（5）資本金 ：100 百万円（2022 年 3 月 31 日現在） 
（6）設立年月日 ：2016 年 3 月 3 日 
（7）大株主及び持株比率 ：株式会社ビットポイント・ホールディングス 100% 
（8）上場会社と当該会社と

の間の関係 
：資本関係 該当事項はありません。 
 人的関係 該当事項はありません。 
 取引関係 該当事項はありません。 
 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（9）最近 3 年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記を除く） 
決算期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 2022 年 3 月期 

純資産 1,003 2,234 8,014 
総資産 10,732 42,492 65,178 



 

1 株当たり純資産（円） 9,012.06 17,399.57 62,419.19 
売上高 743 1,283 10,320 
営業利益 △983 △192 7,198 
当期純利益 △5,325 △469 5,780 
1 株当たり当期純利益（円） △47,805.82 △3,659.18 45,019.63 
1 株当たり配当金（円） － － － 

 
 
4. リミックスポイントの会社概要 

（1）商号 ：株式会社リミックスポイント 
（2）本社所在地 ：東京都港区虎ノ門 4 丁目 3 番 9 号 
（3）代表者 ：代表取締役社長 CEO 小田 玄紀 

（4）事業内容 
：エネルギー事業、自動車事業、レジリエンス事業、金融

関連事業 
（5）資本金 ：11,617 百万円（資本準備金含む） 
（6）設立年月日 ：2004 年 3 月 12 日 
（7）大株主及び持株比率 
 （2021 年 9 月 30 日現在） 

：楽天証券株式会社 2.53% 
 株式会社 SBI 証券 1.28% 

（8）上場会社と当該会社と

の間の関係 
：資本関係 該当事項はありません。 
 人的関係 該当事項はありません。 
 取引関係 該当事項はありません。 
 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（9）最近 3 年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記を除く） 
決算期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

純資産 8,221 3,870 4,322 
総資産 21,797 14,259 47,556 
1 株当たり純資産（円） 144.23 62.86 43.76 
売上高 11,780 11,229 13,217 
営業利益 △1,710 △1,198 △2,888 
当期純利益 △1,812 △5,173 △2,974 
1 株当たり当期純利益（円） △31.81 △88.66 △36.86 
1 株当たり配当金（円） 0.00 0.00 0.00 

 
 
 
 



 

5. 日程 
（1）契約締結日 ：2022 年 5 月 12 日 
（2）クロージング日 ：2022 年 7 月 1 日（予定） 
なお、上記クロージングは、法令上必要な手続きが完了していること、その他本件に関す

る最終契約において定める前提条件が充足されることを条件として行われます。 

 
6. 今後の見通し 
本資本業務提携による当社連結業績への影響は軽微であると考えております。 

 
以上 

 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
【本プレスリリースに関するお問い合わせ先】 
SBI ホールディングス株式会社 コーポレート・コミュニケーション部 03-6229-0126 


